
下記の建設工事について、制限付き一般競争入札（入札前審査型）を行うので、地方自治法施行令（

昭和22年政令第16号。以下「施行令」という｡)第167条の６及び静岡県財務規則（昭和39年静岡県規則

第13号。以下「規則」という｡)第34条の規定により公告する。この工事の入札執行等については、関係

法令に定めるもののほか、本公告により行うものとする。

令和５年11月24日

静岡県畜産技術研究所中小家畜研究センター長

１－１ 公 告 日 令和５年11月24日

１－２ 入札執行者 静岡県畜産技術研究所中小家畜研究センター長 森比佐子

１－３ この入札に関する契約条項を示す場所及び事務を担当する機関（以下「契約条項を示す場

所」という｡)

〒439―0037 静岡県菊川市西方2780

静岡県畜産技術研究所中小家畜研究センター 総務課 電話 0537－35－2291

１－４ 工事内容等

１－５ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて

満足していることについての確認を受けた者であること。

入札番号 第18号

工事名 第２期 豚舎改修工事

工事場所 菊川市西方地内

工事概要等 豚舎から出る糞尿の個液分離機・圧送ポンプ及び旧曝気槽の復旧工

事

工 期 契約締結の翌日から令和６年３月15日限り

使用する主要な資機材 固液分離機、圧送ポンプ、コンクリート、木材、電気工事用電線等

条 件 左記の詳細

①静岡県建設工事競争入札

参加資格の認定業種

建築一式工事及び機械器具設置工事

建築一式工事はＣ等級に格付されたもの

②許可の種類 建設業法による建築工事業及び機械器具設置工事業の許可

③同種工事の施工実績 平成20年４月１日以降（完成し引渡しが済んでいるものに限る｡)

に、国、地方自治体又は民間（国又は地方自治体からの補助事業

とし採択されたものに限る｡)から建築面積（合計）1,000㎡以上の

畜舎等の畜産関係建築物工事（機械器具設置工事を伴うもの）の

元請として施工した実績を有すること。ただし、共同企業体の構

成員としての施工実績は、出資比率が50パーセント以上の場合の

ものに限る。なお、静岡県発注工事での施工実績に係る工事成績

評定が64点以下の場合は、同種工事の施工実績として認めない。



１－６ 入札日程等

④右に掲げる基準を満たす

主任技術者を当該工事に配

置できること。

平成20年４月１日以降（完成し引渡しが済んでいるもの）に、１

－５③の工事と同種の工事の施工経験を有する者

④その他の条件 本公告「２－１入札に参加する者に必要な資格に関する事項」の

条件を全て満たしていること

入札参加資格確認

申請書（以下「申

請書」）及び設計

図書等の配布

公告の日の翌日から令和５年12月４日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝

日を除く）の午前９時から午後５時まで次の場所で配布する。

配布場所：静岡県菊川市西方2780

静岡県畜産技術研究所中小家畜研究センター総務課

申請書及び札参加

資格確認資料（以

下「資料」）の提

出期限等

公告の日の翌日から令和５年12月11日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝

日を除く）の午前９時から午後５時までに前記申請書及び設計図書等の配

布先に持参すること。

入札参加資格の確

認通知

令和５年12月13日（水）までに文書により通知する。

入札参加資格がな

いと認められた者

の請求期限

通知を受けた日から令和５年12月15日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝

日を除く）午前９時から午後５時まで

前記申請書及び資料の提出先に持参のこと

上記の回答期限 令和５年12月15日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）に文書に

より通知する。

設計書及び図面

（以下「設計図書

等」という｡)の交

付

公告の日から令和５年12月４日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除

く）

金抜き設計書、特記仕様書、図面を配布する。

なお、「公共建築工事標準仕様書」、「公共建築改修工事標準仕様書」、「建築

物解体工事共通仕様書」、「木造建築工事標準仕様書」及び「公共住宅建設

工事共通仕様書」を適用する建築工事及び建築設備工事においては、設計

書の代わりに数量書を交付する。

設計図書等に対す

る質問受付期間

公告の日の翌日から令和５年12月４日（月）まで（土曜日、日曜日及び祝

日を除く）期間内の午前９時から午後５時まで

上記の回答書縦覧

等の期間

令和５年12月５日（金）から令和５年12月８日（金）まで

入札日時、場所 令和５年12月18日（月） 午前10時00分

静岡県畜産技術研究所中小家畜研究センター 小会議室

入札書等の提出 入札日時に入札場所に以下の書類を提出すること。

入札書、委任状（代理人の場合）、入札参加資格確認通知書、入札価格



１－７ 設計図書等に関する質問に対する回答

１－８ その他

２－１ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項

静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて

満たしていること。

（工事費）内訳書及び工事費積算資料。

入札価格（工事

費）内訳書

工事の入札における全ての入札参加者は、入札書と同時に提出しなければ

ならない。

また、入札後12か月以内に、発注機関の必要に応じ、より詳細な項目を記

載した内訳書を提出する。

質問者に回答を郵送するとともに、申請書及び資料を配付した者全員に通知するとともに、申請

書及び資料の提出先で縦覧する。

前払金 請負代金の60％以内（ただし中間前払金20％を

含む）

部分払 請負代金が100万円以上2,000万円未満は２回以

内、2,000万円以上5,000万円未満は３回以内、

5,000万円以上は４回以内とする。

契約書作成 要

工程表の提出 要

工事工程月報 要

ＩＳＯを活用した監督業務 適用可

現場代理人及び技術者の氏名の通知 書面

火災保険付保の要否 要

法定外の労災保険付保の要否 要

当該工事に直接関連する他の工事の請負契約

を当該工事の請負契約の相手方との随意契約

により締結する予定の有無

無

地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「施行令」という｡)第167条の４の規定に該当し

ないこと。

静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けていること。

建設業法（昭和24年法律第100号）第３条の規定に基づく許可を受けている者であること。

入札参加資格確認申請書及び入札参加資格確認資料の提出期限の日から落札決定までの期間に､

静岡県工事請負契約等に係る入札参加停止等措置要綱（平成元年８月29日付け管第324号）に基

づく入札参加停止（以下「入札参加停止」という｡)を受けていないこと。

静岡県発注公共工事暴力団排除措置要領（平成５年８月１日施行）に基づき、指名からの排除措

置を受けていないこと。



２－２ 入札参加資格の確認

(1) 入札参加資格確認申請書（申請書）及び入札参加資格確認資料（資料）の提出は、(2)のとおり

とし、持参すること。

なお、期限までに申請書及び資料を提出しない者又は入札参加資格がないと認められた者は、

本入札に参加することができない。

(2) 入札参加資格の確認等

会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手

続開始の決定を受けている者を除く｡)又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手

続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く｡)でないこと。

入札参加資格確認

基準日
申請書、資料の提出期限の日

申請書 様式第１号

入札参加資格の

確認

申請書及び資料の提出期限の日を入札参加資格の確認基準日とし、その結

果を通知する。期限までに申請書及び資料を提出しない者又は入札参加資

格がないと認められた者は、本入札に参加することができない。

指定する期日までに以下の資料（添付資料含む）を作成の上、提出期限の

日までに契約条項を示す場所へ提出すること。

１ 同種工事の施工実績（様式第２号）

２ 配置予定技術者等の資格・工事経験（様式第３号）

３ 許可等の状況（様式第４号）

同種工事の施工

実績の確認

同種工事の施工実績を確認できる書類を添付すること。

同種工事の施工実績として記載した工事に係る契約書の写し〈ただし、当

該工事が、一般財団法人日本建設情報総合センタ－の「工事実績情報シス

テム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されている工事の場合は、様式第３号に登

録済みであることを明記した上で、契約書の写しを省略することができる

。〉又は工事カルテ（ＣＯＲＩＮＳ）の写し等

同種工事の施工実績が静岡県発注のものである場合は、工事成績評定点が

記載されている通知書の写し（完成検査合格通知書等）

配置予定技術者等

の資格・施工経験

の確認

様式第３号に１－５に掲げる資格があることを的確に判断できる配置予定

の技術者の資格及び同種の施工経験を記載すること。この場合、配置予定

の技術者として複数の候補技術者を記載することができる。また、他の工

事に配置されている技術者が、従事している工事の完成等により本工事に

確実に配置できる見込みがある場合は、当該技術者を配置予定技術者とし

て記載することができる。

○ 他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することがで

きないにもかかわらず入札した場合や、従事している工事の未完成等



・ 申請書、資料の作成及び申込に係る費用は、提出者の負担とする。

・ 入札執行者は、提出された申請書及び資料を入札参加資格の確認以外に、提出者に無断で使用

しない。

・ 提出期限後における申請書又は資料の差し替え及び再提出は認めない。

・ 提出された申請書及び資料は、返却しない。

・ 提出された申請書及び資料は、公表しない。

・ 申請書及び資料に用いる言語は日本語とする。

２－３ 設計図書等について

により技術者が配置できないにもかかわらず入札した場合は入札参加

停止を行う場合がある。

○ 配置予定技術者の資格、雇用関係を証するものとして以下の書類を添

付すること。

１ 法令による免許については、免許を証する書面の写し

また、配置予定技術者が営業所の専任技術者でないことを証する書

類（建設業許可の申請時又は更新時に提出する書類に添付する営業所

の専任技術者を確認できる書類（写しで可））

２ 当該技術者との雇用関係を証する書面（健康保険被保険者証、市

区町村が作成する住民税特別徴収税額通知書等自社と直接的かつ恒常

的な雇用関係にあることを証明するもの）の写し

３ 監理技術者資格者証の写し及び「監理技術者講習修了証」の写し

○ 同種工事の施工経験を確認できる書類を添付すること。

１ 同種工事の施工経験として記載した工事に係る契約書の写し〈た

だし、当該工事が、一般財団法人日本建設情報総合センタ－の「工事

実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」に登録されている工事の場合は、

様式第４号に登録済みであることを明記した上で、契約書の写しを省

略することができる。〉又は工事カルテ（ＣＯＲＩＮＳ）の写し等

２ 同種工事の施工経験が静岡県発注のものである場合は、工事成績

評定点が記載されている通知書の写し（完成検査合格通知書等）

許可等の状況 様式第４号に建設業許可の状況及び経営事項審査の結果

許可通知書の写し 建設業法第３条に規定する許可の通知書の写し（申請書提出日時点におい

て許可の有効期間開始日が到来しているもの）を提出

入札参加資格 有効な「建設工事入札参加資格の審査結果」通知の写し

経営事項審査結果

通知書の写し

建設業法第27条の29第1項に規定する総合評定値通知書（審査基準日が入

札日より１年７か月以内のもの）の写し

配布等の方法 本入札公告１－６に記載

質問 書面持参（様式自由）とする。



２―４ 入札参加資格がないと認められた者に対する理由の説明

入札参加資格がないと認められた者は、入札執行者に対して入札参加資格がないと認めた理由につい

て、説明を求めることができる。

２－５ 入札執行の方法等

２－６ 入札価格（工事費）内訳書

第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した入札価格（工事費）内訳書

の提出を求める。

２－７ 開札等

質問に対する回答 契約条項を示す場所で縦覧する。

入札参加資格がないと認められた者の請求方法

等

契約条項を示す場所へ書面持参（様式自由）

とする。

発注者の回答方法 契約条項を示す場所で書面により回答する。

入札の方法 書面による入札とする。（様式第５号）

入札日時に以下の書類を提出すること。

・入札書、委任状（代理人の場合）、入札参加資格確認通知書、入札価格

（工事費）内訳書を提出すること。

その他

注意事項

① 郵送による入札は認めない。

② 入札参加資格があることが確認された旨の通知書の写し及び入札価格

（工事費）内訳書を提出すること。なお代理人が入札する場合には、入

札前に委任状を提出しなければならない。

③ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分

の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額を入札書に記

載すること。

④ 入札執行回数は、２回を限度とする。

受付 入札後に提出すること。

様式 様式第５号

取扱い 様式第６号入札価格（工事費）内訳書は、入札書の添付書類とし、不備が

ある場合は入札を無効とする場合がある。

開札 入札会場において、入札者又はその代理人を立ち会わせて行う。

入札の無効 本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚偽の申請を

行った者のした入札並びに建設工事等競争契約入札心得（以下「入札心得

」という｡)及び〈現場説明、［現場説明を行う場合］〉現場説明書において

示した条件等入札に関する条件に違反した入札並びに当該工事の入札価格



２－８ その他

（工事費）内訳書に不備があるときは、当該入札を無効とする。また、低

入札価格調査に協力しないことにより無効とする場合がある。

なお、入札参加資格のある旨を確認された者であっても、落札決定までの

間に、入札参加停止を受けた場合には、当該入札は無効とする。

落札者の決定方法 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第３項及び施行令第167条の10

第１項の規定により予定価格の制限の範囲内で最低の価格（最低制限価格

を設定した工事にあっては、最低制限価格以上の価格）をもって有効な入

札を行った入札者を落札者とする。調査基準価格を設定した工事にあって

、入札価格が「調査基準価格」を下回った場合には、低入札価格調査の結

果、当該入札価格で契約内容に適合した履行が可能と判断された場合に当

該入札者を落札者とする。

なお、入札価格が「静岡県低入札価格調査制度実施要領」第11条の「契

約しない基準額」未満の場合は、当該入札を無効とする。

入札保証金及び

契約保証金

① 入札保証金 免除。

② 契約保証金 納付（契約金額の100分の10（低入札価格調査を受けて

落札した者にあっては100分の30）以上）。ただし、利付国債若しくは地

方債の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保証

金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保

証を付し又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金の納

付を免除する。

契約書の作成 要： 契約書案を設計図書等と同時に配布する。

暴力団員等又は暴

力団関係業者によ

る不当介入を受け

た場合の措置

① 本工事の受注者は暴力団員等又は暴力団関係業者による不当介入を受

けた場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時

点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行うこと

。

② ①により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合

には、速やかに発注者に報告すること。発注者への報告は必ず文書で行

うこと。

③ 受注者は暴力団員等又は暴力団関係業者により不当介入を受けたこと

から工程に遅れが生じる等の被害が生じた場合は、発注者と協議を行う

こと。

＊ 不当介入を受けたにもかかわらず警察及び発注者への通報（報告）等

を怠った場合は、入札参加停止の措置を受けることがある。



労働関係法令等遵

守の誓約書の作成

事業者等を守り育てる静岡県公契約条例第６条の規定に基づき策定された

「県の取組方針」により、本工事に従事する者の労働環境の整備を図るた

め、以下の書類を提出すること。

① 契約時に、労働関係法令等を遵守する旨等を記載した誓約書（様式第

７号）

② 本契約に係る下請負者がある場合（契約途中で新たに発生した場合を

含む｡)には、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平

成12年法律第127号）第15条第２項に定める施工体制台帳の写しの提出

時に、下請負者から提出させた労働関係法令等を遵守する旨等を記載し

た誓約書（様式第８号）の写し

その他 ①入札参加者は、入札心得及び契約書案を熟読し、入札心得を遵守するこ

と。

②契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限

る。

③申請書又は資料に虚偽の記載をした場合においては、入札参加停止を行

うことがある。

④１－５ に掲げる競争入札参加資格の認定を受けていない者も申請書及

び資料を提出することができるが、競争に参加するためには、入札参加

資格確認基準日迄に、競争入札参加資格の認定を受けなければならない

。

⑤ 落札決定後に入札参加停止措置があった場合の取扱いについては、以

下のとおりとする。

ア 落札決定後から契約締結までの間に落札者が静岡県から入札参加停

止措置を受けたときは、当該落札決定を取り消すことがある。

イ アにより契約を締結しない取扱いとした場合については、県は一切

の損害賠償の責めを負わないものとする。

⑥本工事の下請人については、静岡県内に建設業法に規定する主たる営業

所を有する者の中から選定するよう努めること。

⑦本公告内で指定する様式については、申請書、資料、設計図書等と同時

に配布する。

⑧その他詳細不明の点については、契約条項を示す場所及び事務を担当す

る機関 へ連絡すること。


